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 平成 20 年度は、新執行体制の初年度であり、小﨑繁昭会長の３期目となる。予算総会＜平成 20 年３月 29

日開催＞において示された「公益認定の取得申請」の準備が本格化する。平成 20 年度は、今後の日臨技の方

向を決める重要な年度となる。 
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平成 20 年度を迎えて 
医療保険制度改革

が本格的に進行する

中、平成 20 年度は第

５段階の前期、後期高

齢者医療制度がスタ

ートする。国と都道府

県との共同事業によ

る医療費適正化計画 

のもと、生活習慣病患者と予備軍の減少、平均在院日数

短縮を目標に今後５年計画での進捗状況と実績評価が

行われる重要な年になる。中でも都道府県の事業と政策

目標、実績等の評価を踏まえた診療報酬体系の見直しな

ど厳しい条件が課せられることとなる。 

近年、生活様式の欧米化による肥満者の割合が増加傾

向にあり、肥満者が糖尿病、高脂血症、高血圧症等の危

険因子を持ち合わせている場合が多いことが関係学会

で指摘されていることは周知の事実である。 

これらの危険因子を取り除くことが重要との認識か

ら、厚生労働省は医療保険者に対し「40 歳以上の被保険

者・被扶養者を対象とした生活習慣病の健診と保健指導

の実施」を義務づけた。 

このような環境の下で当会は、一昨年、データ標準化

のためのガイドラインを会誌「医学検査」で公表し、昨

年度からは、そのガイドラインに沿って都道府県技師会

の協力を得て日本臨床検査標準協議会（JCCLS）と協同

で臨床検査データ標準化作業に着手した。 

国民が生涯を通して持ち続ける「臨床検査データ」は

トレーサビリティーのしっかりした根拠に基づくもの

でなければ意味がない。 

そのため、都道府県技師会の標準化中核となる 147 基

幹施設データを基に、例年実施している臨床検査精度管

理調査を両輪とし、「臨床検査技術団体」として責任を 
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持ってこの事業の全国展開をする。臨床検査データが客

観的な指標として国民の健康管理と疾病予防に寄与す

るものとなるよう特段のご支援を賜りたい。 

新公益法人制度改革法が平成 18 年６月２日に公布さ

れ、本年 12 月１日から施行される。 

当会は、公益目的事業の推進に対する情報を都道府県

技師会に提供し、共同公益事業を推進してきた。引き続

いて公益社団法人として国民の付託に応えるために、こ

れまで実績を積み重ねてきた公開講演会、AED 等に関す

る講習会、管理を含む輸血業務一元化に向けた研修会等

の他、各地域で実施している国民を対象にした公益事業

を推進しつつ、公益認定申請を年度内に関係省庁に申請

する所存である。 

各種認定制度の構築については、一般検査技師、心電

技師、遺伝子染色体技師の認定制度を関係学会と共同で

立ち上げたところである。スタートして間がなく十分に

理解されていない面も見られるが、今後、多くの会員に

研鑽を積んで挑戦していただきたい。 

 その他、第 57 回日本医学検査学会を、札幌市におい

て（社）北海道臨床衛生検査技師会の担当で開催する。

同時に、日韓両国技師会が日韓協定を結んで 30 年目の

節目にあたることから日韓協定締結 30 周年記念式典を

執り行う準備を進めている。また、第３回 AAMLS 学会の

日本開催に向け、神奈川県横浜市で開催する準備を進め

る所存である。 

このように医療が大きく変化するなかにあり、国民か

ら信頼される公益社団法人として、国民の医療及び公衆

衛生の向上に貢献する所存である。 

以上、平成 20 年度事業計画案をご提案し、会員なら

びに賛助会員の変わらぬご指導、ご協力を賜るようお願

い申し上げる。 

 平成 20 年４月 1 日        小﨑 繁昭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


